大阪府子育て支援員研修事業者指定要綱

（趣旨）
第１条 この要綱は、「子育て支援員研修事業実施要綱」（令和６年３月30日こ成環第111号・こ支家第189号こども家庭庁成育局長・こども家庭庁支援局長通知。以下「国要綱」という。）及び「子育て支援員研修の研修内容等の留意点について」（令和６年３月30日こども家庭庁成育局成育環境課事務連絡。以下「留意点」という。）に定めるもののほか、大阪府子育て支援員研修（以下「子育て支援員研修」という。）を実施する研修事業者（以下「研修事業者」という。）の指定に関し必要な事項を定める。

（指定の要件）
第２条 知事は、次に掲げる要件を満たすと認められる者について、研修事業者として指定することができるものとする。
（1） 研修事業を適正かつ円滑に実施するために必要な事務的能力及び事業の安定的運営
に必要な財政基盤を有するものであること。
（2） 研修事業の経理が他の経理と明確に区分され、会計帳簿、決算書類等研修事業の収支の状況を明らかにする書類が整備されていること。
（3） 子育て支援分野の研修に関する実績や知見等があること。
（4） 研修事業が、国要綱に定める内容に従い、継続的に毎年１回以上実施されること。
（5） 研修カリキュラムが、国要綱別表１及び別表２に定めるカリキュラムの内容に従ったものであること。
（6） 研修を担当する講師について、略歴、資格、実務経験、学歴等に照らし、各科目を担当するために適切な人材が適切な人数を確保されていること。
（7） 研修受講者に研修内容等を明示するため、少なくとも次に掲げる事項を明らかにした学則等を定め、公開すること。
（ア）開講目的
（イ）研修事業の名称
（ウ）実施場所
（エ）研修期間
（オ）研修カリキュラム
（カ）講師氏名
（キ）研修修了の認定方法
（ク）開講時期
（ケ）受講資格
（コ）受講手続き（募集要領等）
（サ）受講料等



（8） 研修への出席状況等研修受講者に関する状況を確実に把握し、保持すること。
２ 前項の要件を満たしている場合においても、研修事業者として指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）又は申請者の代表者、役員若しくは関係者等が、次のいずれかに該当するときは、指定しない。
（1） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）
第２条第２号に規定する「暴力団」をいう。）
（2） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する「暴力団員」をいう。）
（3） 暴力団密接関係者（大阪府暴力団排除条例（平成２２年大阪府条例第５８号）第２条第４号に規定する「暴力団密接関係者」をいう。）

（指定の申請）
第３条 申請者は研修の受講者募集の２か月前までに「子育て支援員研修事業者指定申請書」（様式第１号）及び次に掲げるものを知事に提出しなければならない。
（１）法人の定款、寄付行為その他の規約
（２）学則等 ※国要綱 別添１「指定事業者が学則等に定める項目」参照。
（３）事業計画書（様式第１号の２）
※研修に関する日程（研修受付開始日、修了証書等発行予定日、修了者名簿提出予定
日及び事業実績報告提出予定日を含む。）、研修会場、研修事業の実施体制（研修責任者、担当者の連絡先及び氏名を含む。）、受講対象者、テキスト・教材費、研修修了の認定方法、収支予算の細目、個人情報保護の体制を記載すること。
（４）子育て支援員研修カリキュラム（様式第１号の３）
[bookmark: _Hlk220487574]※研修科目名、各科目の講師名、研修形態（講義・演習・グループ討議等の別）、時
間数、開催日程、会場、定員を記載すること。
（５）講師に関する資料
※講義及び演習を行う講師の履歴調書（様式第２号）に、氏名、生年月日、略歴、担当するコース・科目、保育に関する研修等の実績を記載し、講師就任承諾書（様式第２号の２）を添付すること。
[bookmark: _Hlk220487761]（６）申請者の資産状況がわかる資料（過去２年分の決算書の写しを添付すること）
[bookmark: _Hlk220487767]（７）子育て支援分野に関する研修の実績や知見等がわかる資料
（８）子育て支援員研修修了証書等案（様式第３号、様式第３号の２及び様式第３号の３）
（９）子育て支援員研修修了者名簿案（様式第４号）
（10）誓約書（様式第５号）

（指定の通知）
第４条 知事は、申請者から指定の申請があったときは、国要綱、留意点及び本要綱に基づき審査し、研修を適切に実施できるものと認めた場合に「子育て支援員研修事業者指定通知書」（様式第６号）により、申請者に通知する。

２ 知事は、前項による不指定の決定をしたときは、申請者に対し、理由を付してその旨を通知する。
３ 地域保育コース（ファミリー・サポート・センター事業）、地域子育て支援コース（地域子育て支援拠点事業）及び放課後児童コースに係る第１項の指定を行う場合、知事は予め府内市町村長の意見を聞くこととする。

（指定の効力）
第５条 第２条による指定は、指定を行った年度のみ効力を有する。ただし、指定を受けた研修事業者（以下「指定研修事業者」という。）が指定を受けた研修を翌年度も実施しようとする場合、「子育て支援員研修指定内容更新届出書」（様式第７号）及び事業計画書を提出することにより、当該研修に対する指定は、引き続き効力を有するものとする。ただし、国要綱、留意点及び本要綱に定める内容を満たしていない場合は、当該届出書は無効とし、指定の効力はなくなるものとする。

（変更等の届出）
第６条 指定研修事業者は、指定を受けた後に第３条の申請の内容を変更するときは、「子育て支援員研修指定内容変更届出書」（様式第８号）を、速やかに知事に提出しなければならない。

（廃止の届出）
第７条 指定研修事業者は、事業を廃止しようとする場合には、「子育て支援員研修指定廃止届出書」（様式第９号）を、あらかじめ知事に提出し、指定の取消を受けること。

（調査及び指導等）
第８条 知事は、研修の適切な実施を確保するため必要があると認めるときは、その必要な限度で、指定研修事業者の長に対し、研修方法その他の事項に関し報告を求め、若しくは指導をし、又はその職員に、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

（指定の取消）
第９条 知事は、指定研修事業者が、この要綱に定める内容に該当しなくなったと認めるとき又は前条に規定する指導に従わないときは、その指定を取り消すことができる。

（研修分野、研修の対象者、研修時間、研修の実施方法及び研修内容）
第 10 条 指定研修事業者が実施する子育て支援員研修の研修分野、研修の対象者、研修時間、研修の実施方法及び研修内容は、国要綱及び留意点に基づくものとする。
２ 研修科目の中に見学実習のあるコース（地域型保育、一時預かり事業、利用者支援事業（基本型）については、確実に見学実習を実施すること。


（実施場所）
第11条　研修は大阪府内で実施すること。なお、研修の開催日、時間帯及び会場について、受講希望者が受講しやすいよう配慮すること。

（研修講師）
第 12 条 指定研修事業者は、各科目の研修を適切に実施するために、研修講師については、略歴、資格、実務経験、学歴等を照らして適切に選任するとともに、各科目の研修を適切に実施するために必要な体制を確保すること。
２ 前項の規定にかかわらず、留意点に講師要件のあるコースについては、当該要件を満たした講師を選任すること。

（研修の評価）
第 13 条 指定研修事業者は研修修了の評価を行うものとする。
２ 研修修了の評価にあたっては、所定の科目を全て受講していることを確認するとともに、レポート等の提出を求めるほか、演習や見学実習などにより受講者の習熟度を確認すること。

（修了証書等）
第 14 条 指定研修事業者は、研修修了者にかかる「修了証書等」（様式第３号、様式第３号の２及び様式第３号の３）及び「修了者名簿」（様式第４号）を作成し、修了証書等については研修修了者に対し交付すること。なお、虚偽または不正の事実に基づいて修了証書等の交付を受けた場合等においては、研修の修了を取り消すことができる。
２ 修了証書等番号については、「27（都道府県番号）-修了証書等の発行年（西暦の下２桁）-指定研修事業者番号（２桁）-コース番号（１桁）-受講者番号（４桁）」の 11 桁とする。「コース番号」は下表のとおりとする。

〔例〕
令和８年（2026 年）に指定研修事業者（01）が実施する地域型保育コースを修了した
最初の者の修了証書等番号：第 27260110001 号

＜コース番号＞
	コース名
	コース番号

	地域保育コース
	地域型保育
	１

	
	一時預かり事業
	２

	
	ファミリー・サポート・センター
	３

	
	こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）
	４

	地域子育て支援コース

	利用者支援事業（基本型）
	５

	
	利用者支援事業（特定型）
	６

	
	地域子育て支援拠点事業
	７

	放課後児童コース
	８

	社会的養護コース
	９



３ 指定研修事業者は、研修を実施する上で知り得た個人情報の取扱いについて、十分に留意しなければならない。
４ 修了証書等の交付を受けた者が、修了者名簿に記載された内容（氏名又は連絡先等）に変更が生じたこと、又は修了証書等を紛失・汚損したことの申し出があった際には、速やかに必要な確認を行った上で、修了証書等の再交付や更新の手続きを行い、再交付等の後、速やかにその旨を知事に報告するものとする。

（実績報告）
第 15 条 指定研修事業者は、事業終了後速やかに「子育て支援員研修事業実績報告書」（様式第10号）及び次に掲げるものを知事に提出しなければならない。
（１）子育て支援員研修実績（様式第10号の２）
（２）子育て支援員研修修了証書等の写し（各１名分）
（様式第３号、様式第３号の２及び様式第３号の３）
（３）子育て支援員研修修了者名簿（様式第４号）
（４）受講者アンケ―ト集計結果（任意様式）
（５）その他実績に係る書類

（児童福祉法に基づく指定保育士養成施設に係る特例）
第16条 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第18条の６第１号の規定に基づき、大阪府から指定を受けた指定保育士養成施設のうち、当該指定保育士養成施設の在学生を対象として教育課程の中で子育て支援員研修を実施する研修事業者として指定を受けようとするときは、第３条（１）、（６）及び（７）の提出を省略できるものとし、第３条中「様式第１号の３」を「様式第１号の４」と、第15条中「様式第10号の２」を「様式第10号の３」と読み替えるものとする。

附 則
１ この要綱は、令和８年９月11日から施行する。

